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1．研究の背景と目的、位置づけ 

 超高齢社会に入った日本では高齢者が住み慣れた自宅や地域に住

み続けられることを可能にするために地域包括ケア施策が進められ、

介護保険による各種サービスや施設整備が行われている。一方、同

様な目的を持つ自治体独自の事業として小規模高齢者通所施設（ミ

ニデイサービス）をもつ自治体もある。これは主に介護が必要とな

る前の高齢者が会話や食事などを楽しむ憩いの場や健康増進、各種

相談などを行う場である。小規模高齢者通所施設は高齢者が自力で

通所することが前提であるため、その施設計画においては配置計画

が重要である。しかるに交通手段の発達した都市部における施設利

用圏域の実態はどのようになっているであろうか？本研究の目的は

東京都のある市における自立型の小規模高齢者通所施設の利用圏域

の実態を明らかにすることである。 

 自立型の高齢者通所施設の利用圏域に関する既往研究に関するも

のは次のものが挙げられる。まず山本、郷田は東京都千代田区と江

戸川区にある 7 つの健常高齢者を対象とした福祉施設の利用圏につ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて、徒歩・自転車・車の各交通手段別の利用距離の平均値及び徒

歩利用者の年齢と距離の相関等を明らかにしている 1）。次に鄭、上

野らは自立高齢者の介護予防や日常の趣味・交流を支援する取り組

みを行っている施設のあり方を考察するなかで、その利用圏域の分

析を行っている 2)。また斉藤、上野らは東京都東久留米市、多摩市、

台東区、世田谷区における自力通所可能な高齢者のためのデイセン

ターの利用実態から主要な類型を導き、その利用圏構造に言及して

いる 3.4.5,6,7)。さらに、野坂らは多摩地区の将来推計人口から高齢者

通所施設の最適配置を求めている 8)。本研究は介護予防型又は認知

症高齢者にも対応する小規模高齢者通所施設を対象としている点、

そして一部の施設については 8 年後の時系列比較を行う点において

これらと異なる。 

 
2．研究の方法  

 本研究の対象施設は東京都西部に位置し、都区部から近いＥ市の

小規模高齢者通所施設のうち 4 施設である（各施設の概要を表 1に 
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施設名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

開設日 平成11年11月1日 平成12年4月17日 平成12年5月11日 平成12年6月19日

2003年
月曜日～金曜日（祝日も開設）

午前10時～午後4時

2011年
月曜日～金曜日（祝日は除く）

午前9時～午後4時

運営団体 地域住民によるグループ 非営利団体 特定非営利活動法人（ＮＰＯ） 地域住民によるグループ

事業内容 ミニデイサービス
ミニデイサービス

保健師による健康相談（毎週火曜日）送迎

ミニデイサービス
緊急ショートステイ

入浴

ミニデイサービス
入浴

利用対象者 自立・要支援程度 自立・要支援・要介護度2程度 特に制限なし 自立・要支援程度

利用料金
昼食・おやつ代：500円
おやつ代：100円

利用料：300円
昼食代：600円

徒歩による送迎：100円（片道）

利用料：300円
昼食代：500円
おやつ代：100円
入浴代：200円

ショートステイ：6,000円/日

利用料：300円
昼食・おやつ代：500円

入浴代：利用者200円、その他300円
喫茶のみ利用：100円

利用時間
月曜日～土曜日（祝日は除く）

午前10時～午後4時
年末年始以外毎日（祝日開所）
午前10時～午後4時（ミニデイ）

月曜日～金曜日（祝日も開設）
午前10時～午後4時

表１ 各施設の概要 
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＋ ： ミニデイ施設  ○ ： 徒歩  □ ： 自動車  ☆ ： タクシー  ■ ： コミュニティバス  ▲ ： 電車  ・ ： 不明 

施設Ｂ（1/25,000） 

 

施設Ｄ（1/25,000） 

 

施設Ａ（1/25,000） 

 

施設Ｃ（1/80,000） 

 

示す）。この 4 施設については筆者らによって、その利用実態を報告

している 9)注 1）。これらの施設に対して、利用者の属性、居住地、通

所手段等に関するアンケート調査を行った（2003.11）。この 2003

年の調査結果を用いて、各施設の利用圏域の実態を明らかにし、通

所手段と利用距離の関係、利用圏域の拡がり方の特徴について分析

する（4 章）。また、2 施設に対して 2011 年 9 月に追加調査を実施し

た注 2）。この追加調査結果もふまえて、2 施設の利用圏域の時系列比

較も行う（5 章）。そして最後に交通手段をふまえた利用圏域想定に

関する考察を行う（6 章）。なお、利用距離は施設と利用者自宅の間

の直線距離とする。 

 

3．調査対象施設の概要 

東京都Ｅ市は東京都西部に位置する人口約 135 千人（2012.1）の

市であり、ほぼ平坦な地形である。2000 年から介護保険制度が開始

されたが、Ｅ市ではそれに先立ち 1999 年から地域での見守りや社会

とのつながりが必要な高齢者等の生活を総合的に支援する事業を実

施している。この事業では地域の福祉団体や地域住民などが年間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 万円を上限とした市の補助金を得てミニデイサービスやショ

ートステイなど施設ごとに特色ある事業を展開している。2011 年 6

月時点でミニデイサービスは 7 ヶ所開設されているが、本研究で対

象とした施設は初期に開設された 4 施設である。既往研究 9)により、

利用者像によって施設Ａ、Ｂ、Ｄは介護予防型、施設Ｃは認知症対

応型と分類されている。即ち、施設Ａ、Ｂ、Ｄの利用者には自立高

齢者が多く、施設Ｃの利用者には認知症高齢者が多い。本稿では主

に施設Ａ、Ｂ、Ｄを分析対象とするが、施設Ｃも同様に分析し比較

対象とすることによって、相対的にその特性を把握する。 

 
4．利用圏域の実態（2003年） 

まず 2003 年における各施設の利用圏域の結果と分析を示す。 

4.1 各施設の利用圏域の実態 

 図 1 は各施設の利用圏域を示す。また図 2 は E 市全体における 4

施設の 80％利用圏域を示す。さらに表 2 は各施設の利用者数や平均

利用距離、最大利用距離、全体と徒歩の 80％利用圏域値を示す。図

1,2 及び表 2 より、各施設の 80％利用圏域は、施設Ａが 630ｍ、施 
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図１ 各施設の利用圏域（2003年） 
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設Ｂが 520ｍ、施設Ｃが 3,200ｍ、施設Ｄが 860ｍであった。施設Ａ

とＢは介護予防型の施設であり、利用者はほぼ自立している。一方、

施設Ｃは利用対象者に制限がなく、認知症のある人や要介護度の高

い人も受け入れているため市内全域から利用者が集まっているもの

と考えられる。つまり施設の利用者像や型などによって利用圏域の

広がりに差異がみられた。 

4.2 通所手段と利用距離の関係 

 次に施設への通所手段と利用距離の関係についてみる。介護予防

型３施設の徒歩による 80％利用圏域は、施設Ａが 630ｍ、施設Ｂが

460ｍ、施設Ｄが 580ｍであった（表 2）。即ち徒歩利用圏域はおおよ

そ 500ｍから 600ｍに収まっていた。これらは建築計画学で言われて

いる徒歩圏域値 500ｍとほぼ同一とみることができる 10)。 

 図 3 は各施設の通所手段別利用者数の利用距離別累積度数を示す。

施設別に通所手段をみると、施設Ａは利用者全員の通所手段が徒歩

であり、施設Ｂは利用者全 18 人中 17 人（94％）が徒歩で通所して

いた。しかし、施設Ｄでは利用者全 32 人中 22 人（69％）が徒歩で

通所していたが、利用距離が 600ｍ以上になるとコミュニティバス、

福祉タクシー注 1)、電車を通所手段とする利用者もいた。その結果、

同じ介護予防型ミニデイでも、施設Ｄでは徒歩圏域以上の利用圏域

の広がりがみられた。一方、認知症対応型の施設Ｃでは利用者全 19

人中 14 人（74％）が家族の車による送迎で通所しており、80％利用

圏域も格段に広かった。 

 以上より、介護予防型３施設への通所手段は約７割以上が徒歩で

あった。一方、徒歩圏域以上の利用圏域では徒歩以外の交通手段の

選択がみられた。 

4.3 利用圏域の拡がり方の特徴 

 利用圏域は距離に比例して均等に広がりをみせたわけではなかっ

た。即ち利用圏域に偏りがみられた。例えば、図 1,2 において施設

ＡとＢの南側にはＪＲ駅が立地しているが、利用圏域は施設より北

側にのびていた。これは「行動の方向性（都心や駅に近い方向には

利用圏域は延びず、その反対方向に広がることが多い）」11)がみられ

たものと考えられる。また施設Ｂでは特に施設の面する道路沿いに

利用者宅が集中していた。これはよく通行する道路沿いの施設の利

用が進むことを表している。さらに車での送迎により利用圏域が広

がっている施設Ｃでは、その利用圏域の端は市境となっていた。即

ち、Ｅ市のサービスのため原則としてＥ市民が対象となることから、

市区境界がそのまま利用圏域の端部として現れている。同様に市の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 各施設の主要データ（2003 年） 

 施設Ａ 施設Ｂ 施設Ｃ 施設Ｄ

利用者数 19人 18人 19人 32人

平均利用距離 382ｍ 293ｍ 1,618ｍ 575ｍ

最大利用距離 736ｍ 735ｍ 4,084ｍ 4,986ｍ

全体80％利用圏域 630ｍ 520ｍ 3,200ｍ 860ｍ

徒歩80％利用圏域 630ｍ 460ｍ 420ｍ 580ｍ

図２ E 市全体における各施設の 80%利用圏域（2003 年,1/80,000） 

N 

図３ 各施設の通所手段別利用者数の距離別累積度数（2003 年） 

施設Ａ 

 

施設Ｂ 

 

施設Ｃ 

 

施設Ｄ 
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東境界付近に立地する施設Ｄでも利用圏域は西側に偏っていた。ま

た図 1 の施設Ｄの利用圏域からコミュニティバスを利用している利

用者宅は同路線沿いに点在していたことがわかる。 

 以上より、利用圏域は均一に広がりを見せるわけではなく、駅と 

の位置関係、道路、行政区境などの都市構造やコミュニティバス路

線などの公共交通網に影響されていた。 

 

5. 施設Ｃと施設Ｄの利用圏域の時系列比較（2003年と 2011年） 

次に 2003 年と 2011 年のデータから施設Ｃと施設Ｄの利用圏域の

時系列比較を行う。まず 2003 年と 2011 年において施設を継続利用

している高齢者は施設Ｃが 2 人、施設Ｄは 3 人であった。つまり、

ほとんどの利用者が入れ替わっていた。 

図 4 は 2011 年における施設Ｃと施設Ｄの利用圏域を示す。表 3

は 2003 年と 2011 年における施設Ｃと施設Ｄの利用者数、平均利用

距離、最大利用距離、全体と徒歩の 80％利用圏域値を示す。図 5は

施設Ｃと施設Ｄの通所手段別利用者数の利用距離別累積度数を示す。 

図 4 において施設Ｃの全体利用圏域は 2003 年と同様に市内全域

に広がっていた。同様に表 3 において施設Ｃの 80％利用圏域をみる

と、2003 年と 2011 年では全体と徒歩どちらもほぼ同じであった。

なお全体利用者数はやや増加していた。これは主に施設側が利用者

数増加のための活動を行ったため等と考えられる。 

 一方、施設Ｄで 2003 年と 2011年を比較すると全体と徒歩どちら

の 80％利用圏域も縮小していた（表 3）。しかし最大利用距離はむし

ろ増えていた。さらに施設Ｄの全体利用者数は 2 倍に増加していた。

図 3 と 5 で施設Ｄの累積グラフを比較すると、2011 年のグラフの施

設近辺における勾配が強くなっている。これらのデータは、遠方の

利用者が存在し続ける一方で、施設近辺の利用者が増加して全体利

用者数が増加したことを示す。 

図 3 と 5 から、施設Ｃでは特に福祉タクシー注 3) の利用者が 2003

年の全 19 人中 1 人（5％）から 2011 年には全 26 人中 7 人（27％）

と増加したことがわかる。一方、施設Ｄでは自転車で通所する利用

者が全 67 人中 6 人（9％）も出てきた。なお自転車通所者の平均利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５ 施設ＣとＤの通所手段別利用者数の距離別累積度数（2011年） 

 

施設Ｃ 

 

施設Ｄ 

 

 

表３ 施設ＣとＤの主要データ（2003 年と 2011 年） 

 

2003年 2011年 2003年 2011年

利用者数 19人 26人 32人 67人

平均年齢 84.4歳 83.3歳 83.8歳 81.9歳

平均利用距離 1,618ｍ 2,137ｍ 575ｍ 429ｍ

最大利用距離 4,084ｍ 4,227ｍ 4,986ｍ 5,420ｍ

全体80％利用圏域 3,200ｍ 3,360ｍ 860ｍ 620ｍ

徒歩80％利用圏域 420ｍ 540ｍ 580ｍ 305ｍ

施設Ｃ 施設Ｄ

図４ 施設ＣとＤの利用圏域（2011 年） 

＋ ： ミニデイ施設  ○ ： 徒歩  △ ： 自転車  □ ： 自動車  ☆ ： タクシー  ■ ： コミュニティバス  ・ ： 不明 

施設Ｄ（1/25,000） 

 

 

施設Ｃ（1/80,000） 

 

N N 



223

用距離は 634m であった。 

 また施設Ｄは 2011年5月から市内の住宅街を走るコミュニティバ

スの停留所を施設前に誘致した。その効果として、実際にコミュニ

ティバス利用者は 2003 年の全 32人中 2 人（6％）から 2011 年の全

67 人中 8 人（12％）に増加した。またコミュニティバス利用者の平

均利用距離は 1,333ｍであった。さらに図 4 より、2003 年と同じく

コミュニティバス利用者宅は同路線沿いに点在していたことがわか

る。以上より、コミュニティバス停留所を施設前に設置した場合の

意義として、徒歩圏域外にも利用範囲を拡大できる可能性が示唆さ

れた。 

 

6．交通手段をふまえた利用圏域想定に関する考察 

 最後に交通手段をふまえた利用圏域想定に関する考察を行う。 

 4.2 でみたとおり、介護予防型のミニデイ３施設への通所手段は

約７割以上が徒歩であった。これは、自立型の小規模高齢者通所施

設の利用圏域は徒歩圏が基本となることを示すものと考えられる。

一方、徒歩圏域外から各種交通手段を用いて通所する利用者も少な

からず見られた。これは、各種交通手段により徒歩圏域以上に利用

圏域を広げることも可能であることを示唆するものと考えられる。 

 また、これまでの圏域論は利用者が自宅から最短距離の施設を利

用するという暗黙の前提にたって展開されてきた。これは最低限度

の福祉の平等性を確保するという理念に基づくものと考えられる。

しかし、小規模高齢者通所施設はその小ささゆえに最も身近な施設

ではなく別の施設を希望する高齢者もいる。都市部においては公共

交通ネットワークを利用することによって、そのような高齢者の希

望を満たしうるであろう。 

 4,5 章で、施設Ｄの利用圏域においてコミュニティバスを利用し

ている利用者宅が同路線沿いに展開していたと述べた。これまでの

建築計画学の既往研究、例えば、吉武らによる都立広尾病院の利用

圏域では、徒歩圏以上は近郊電車の路線沿いに放射状に拡散してい

た 12)。しかし、本研究の対象とするミニデイは地域の高齢者を対象

とする施設である。従って、第一に施設種別も異なるわけであるが、

利用圏域がコミュニティバス路線沿いに展開し、ほぼ円周を描く形

となっている点は興味深い。即ち、公共交通機関の利用も含めると、

利用圏域はその交通網沿いにも展開する。従って、徒歩圏域を一次

圏域、交通手段による圏域を二次圏域と設定した場合、一次圏域は

従来の理論値通り 500‐600ｍであり、二次圏域はコミュニティバス

路線などの公共交通機関網によるといえる。そしてこの場合、利用

者の身体的負担を考慮して、限度としては距離ではなく、むしろ乗

車時間が重要となるであろうと思われる注 4）。 

 以上より、交通手段の利用を前提とした介護予防型ミニデイ施設

の利用圏域の想定においては、徒歩による一次圏域と交通手段によ

る二次圏域を設定した上で、その交通手段（公共または送迎）と時

間距離限度が重要な指標となると考えられる。 

 

7．まとめ 

本稿では東京都のある市における自立型の小規模高齢者通所施

設の利用圏域の実態を考察した。その結果は次の通りである。 

・ 施設の利用者像や型などによって利用圏域の広がりに差異が

みられた。 

・ 介護予防型ミニデイの徒歩による利用圏域は約 500ｍであった。

これは建築計画学の理論値とほぼ同一である。 

・ 利用圏域は均一に広がるわけではなく、駅との位置関係、道路、

行政区境などの都市構造に影響されていた。 

・ 自立通所を前提とした介護予防型ミニデイにおいても徒歩圏

域以上の利用圏域の広がりがみられた。それらでは徒歩以外の

交通手段の選択がみられた。 

・ コミュニティバスを利用している利用者宅は同路線沿いに展

開していた。 

・ 介護予防型ミニデイ施設の利用圏域の想定において、徒歩によ

る一次圏域と交通手段による二次圏域を設定した上で、その交

通手段（公共又は送迎）と時間距離限度が重要な指標となると

考えられる。 

 

注 

注 1）「西野辰哉」は「西野達也」の筆名である。 

注 2) 本来、4 施設の追跡調査が望ましかったが、運営担当者の変更等により、

調査許可が得られた 2 施設のみで追跡調査を行った。 

注 3）福祉タクシーとは公共交通機関の利用が困難な高齢者や障害のある人

を対象とする地域ボランティアによる外出支援事業である。 

注 4）デイサービスに関する既往論文 13）では、長時間送迎が高齢者の身体

的･精神的負担となることが指摘されている。 
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